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資料 1 調査団員・氏名 

(1) 第 1 年次契約時（平成 16 年 2 月～3月） 

氏名 担当 所属、役職 

(1) 山本 圭一 業務主任 システム科学コンサルタンツ（株） 

(2) 今井 久 施工計画 システム科学コンサルタンツ（株） 

(3) 西山 謙太郎 調達計画/積算 システム科学コンサルタンツ（株） 

(4) 丸藤 睦 建築計画 システム科学コンサルタンツ（株） 

 

(2) 第 2 年次契約時（平成 16 年 5 月～7月） 

氏名 担当 所属、役職 

(1) 丸藤 睦 業務主任 システム科学コンサルタンツ（株） 

(2) 今井 久 施工計画 システム科学コンサルタンツ（株） 

(3) 西山 謙太郎 調達計画/積算 1 システム科学コンサルタンツ（株） 

(4) 竹田 真一郎 積算 2 システム科学コンサルタンツ（株） 

(5) 谷 和明 建築計画 システム科学コンサルタンツ（株） 

(6) 大川 博美 構造設計 システム科学コンサルタンツ（株） 
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資料 2 調査行程 

日数 月　日 曜日 業務主任 施工計画 調達計画/積算 建築計画

山本 今井 西山 丸藤

1 2月28日 土 成田～ﾊﾞﾝｺｸ～ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ 成田～ﾊﾞﾝｺｸ～ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ ←

2 2月29日 日
サイト視察、団内打合
せ

サイト視察、団内打合
せ

←

3 3月1日 月

大使館・JICA事務所表
敬、教育青年スポーツ
省、プノンペン市表敬
（インセプションレ
ポート説明）

大使館・JICA事務所表
敬、教育青年スポーツ
省、プノンペン市表敬
（インセプションレ
ポート説明）

←

4 3月2日 火
教育省協議、サイト視
察

成田～ﾊﾞﾝｺｸ～ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ
教育省協議、サイト視
察

←

5 3月3日 水 現地業者能力調査 ←
調達事情・積算関連調
査（資材店）

サイト状況調査

6 3月4日 木 サイト状況調査 ←
調達事情・積算関連調
査（資材店）

サイト状況調査

7 3月5日 金 現地業者能力調査 ←
調達事情・積算関連調
査（施工業者）

サイト状況調査

8 3月6日 土 現地業者能力調査 ←
調達事情・積算関連調
査（施工業者）

サイト状況調査

9 3月7日 日 資料整理 ← ← ←

10 3月8日 月
他ドナー、類似施設調
査

←
調達事情・積算関連調
査（商社）

他ドナー、類似施設調
査

11 3月9日 火 現地業者能力調査 ←
調達事情・積算関連調
査（資材店）

サイト状況調査

12 3月10日 水
教育省協議（施設設計
内容）

←
調達事情・積算関連調
査（商社）

教育省競技（施設設計
内容）

13 3月11日 木
教育省協議（施設設計
内容）

←
調達事情・積算関連調
査（資材店）

教育省競技（施設設計
内容）

14 3月12日 金
他ドナー、類似施設調
査

←
調達事情・積算関連調
査（施工業者）

他ドナー、類似施設調
査

15 3月13日 土 現地業者見積受領 ←
調達事情・積算関連調
査（施工業者）

追加調査

16 3月14日 日 資料整理 ← ← ←

17 3月15日 月
大使館・JICA事務所報
告、教育青年スポーツ
省、プノンペン市報告

← ← ←

18 3月16日 火 ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ～ﾊﾞﾝｺｸ ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ～ﾊﾞﾝｺｸ
調達事情・積算関連調
査（施工業者、資材
店）

現地業者能力調査

19 3月17日 水 現地業者能力調査 ﾊﾞﾝｺｸ～成田
調達事情・積算関連調
査（施工業者、資材
店）

現地業者能力調査

20 3月18日 木 現地業者能力調査 ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ～ﾊﾞﾝｺｸ ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ～ﾊﾞﾝｺｸ

21 3月19日 金 ﾊﾞﾝｺｸ～成田 ﾊﾞﾝｺｸ～成田 ﾊﾞﾝｺｸ～成田
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資料 3 相手国関係者リスト 

CDC（Council for the Development of Cambodia：カンボジア開発評議会） 

Ms. Heng Sokun Director, Bilateral Aid Coordination Dept. 
Ms. Phana Veunida Officer 
大川 晴美 JICA 専門家 

 

MoEYS（教育青年スポーツ省） 

Mr. Im Sethy Secretary of State 
Mr. Bun Sok Sub-secretary of State 
Mr. Chea Oeung Deputy Director General of Administration and Finance 
Mr. Lor Lath Director of Material and State Property Dept. 
Mr. Yang Yano Director of Cultural Relations and Scholarship Dept. 
 
Phnom Penh Municipality（プノンペン市） 

Mr. Kep Chuk Tema Governor of Phnom Penh Municipality 
Mr. Map Sarin Vice Governor of Phnom Penh Municipality 
Mr. Nuon Someth Deputy Chief of Cabinet 
 
Education, Youth and Sport Service（プノンペン市教育局） 

Mr. Meas Ngek Deputy Director 
Mr. Em Ham Khuon Chief, Planning Office 
Mr. Nhov Kosal Planning Office 
Mr. Chea Cheat Deputy Director of Primary and Pre-primary Office 
 
Ministry of Public Works and Transport（公共事業交通省） 

Mr. Keo Leap Director General of Building and Public Works Laboratory 
 

JICA カンボジア事務所 

力石 寿郎 所長 

三次 啓都 次長 

合澤 栄美 所員 

 

在カンボジア日本国大使館 

地神 一美 参事官 
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資料 4 当該国の社会経済状況 

主要指標一覧

1987年 1997年 1998年 1999年
1999年の

地域平均値

国土面積（1000km2） 177 177 177 177 n.a.

人口（百万人） 8.3 11.2 11.5 11.8 1,836.6

人口増加率 3.2 2.4 2.3 2.2 1.1

出生時平均余命（歳） 49 54 n.a. 54 69

妊産婦死亡率（ ／10万人） n.a. n.a. n.a. 650(90-99) n.a.

社 乳児死亡率（ ／1,000人） 130.0 103.0 n.a. 100.2 34.8

会 一人当たりカロリー摂取量（kcal/1日）  n.a.(86) 2,048 n.a. n.a. 2,656(97)

指 初等教育総就学率（男） 179 123 n.a. n.a. n.a.

標 　　　　　　　　（女） 143 104 n.a. n.a. n.a.

等 中等教育総就学率（男） 48 31 n.a. n.a. n.a.

　　　　　　　　（女） 25 17 n.a. n.a. n.a.

高等教育総就学率 n.a. 1 n.a. n.a. n.a.

成人非識字率（15歳以上の人口の内：％） 72.2 63.7 62.6 61.3 14.9

絶対的貧困水準（1日1＄以下の人口比：％） n.a. 26 n.a. n.a. n.a.

失業率 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
GDP（百万USドル） 824 3,089 2,871 3,117 1,894,945

一人当たりGNP（USドル） 222 280 273 279 1,155
実質GDP成長率 n.a. 1.0 1.0 4.5 6.8
産業構造（対GDP比：％）

　　　農業 43.2 50.7 50.6 n.a. 14.1
　　　工業 20.8 14.8 14.8 n.a. 44.9
　　　サービス業 36.0 34.5 34.6 n.a. 41.0
産業別成長率

経 　　　農業 n.a. 1.3 0.4 n.a. 3.3
　　　工業 n.a. -2.8 1.1 n.a. 8.5

済 　　　サービス業 n.a. 2.8 1.6 n.a. 6.1
消費者物価上昇率（インフレ：％） n.a. 3.2 14.8 4.0 n.a.

指 財政収支（対GDP比：％） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
輸出成長率（金額：％） n.a. n.a. n.a. n.a. 7.5

標 輸入成長率（金額：％） n.a. n.a. n.a. n.a. 11.6
経常収支（対GDP比：％） n.a. -6.8 -7.8 -2.1 n.a.
外国直接投資純流入額（百万ドル） 0 204 121 126 56,041
投資率（対GDP比：％） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
貯蓄率（対GDP比：％） n.a. 10.3 5.5 n.a. 36.1
対外債務残高（対GDP比：％） 0.0 0.3 0.4 1.1 6.1
DSR（対外債務返済比率） n.a. 1.1 1.5 2.9 15.8
外貨準備高（対輸入月比：％） n.a. 2.7 2.9 3.2 6.4
名目対ドル為替レート n.a. 2946.3 3744.4 3807.8 n.a.
（通貨単リエル　 Riel）

政治体制：立憲君主制
憲法：1993年9月24日公布。99年3月改正
元首：国王。ﾉﾛﾄﾞﾑ･ｼｱﾇｰｸ（Norodom SIHANOUK）。1993年9月24日即位

議会：2院制。定数は上院61、下院122。ともに直接選挙制。任期は上院6年、下院5年

　　（上院は1999年3月の設置時に限り指名制。任期5年）

出典　World Development Indicators 2001 WB
　　　世界年鑑　2002　共同通信社
　　　Human Development Report 2000 UNDP
　　　International Financial Statistics Yearbook 2000 IMF
注　●(  )に示されている数値は調査年を示す。(90-99)と示されている場合は90年度から99年度までの間の最新値を示す
　　●「人口」、「GDP」及び「外国直接投資純流入額」の「99年の地域平均値」においては、地域の総数を示す
　　●地域は東アジア・大洋州。ただし「一人当たりカロリー摂取量」における地域は東南アジア・大洋州。
　　●「一人当りのカロリー摂取量」の地域平均値に、パラオは含まれない

指標項目

政
治
指
標
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政府歳入・歳出［カンボジア］

1999年 2000年 2001年
(十億リエル) (十億リエル) (十億リエル) (百万US$)* 対GDP比**

歳入＋贈与受取額 1,316 1,409 1,651 422 12.8%

　歳入 1,316 1,409 1,187 304 9.2%

　　経常歳入 1,303 1,379 1,626 416 12.6%

　　　租税収入 948 1,026 1,187 304 9.2%

　　　非税収入 355 353 439 112 3.4%

　　資本歳入 14 29 25 6 0.2%

　贈与受取額　 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

歳出＋純貸付額 1,825 2,085 2,451 627 19.0%

　歳出 1,825 2,085 2,451 627 19.0%

　　経常歳出 1,097 1,189 1,426 365 11.1%

　　資本歳出 728 896 1,025 262 8.0%

　純貸付額 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

財政収支 -509 -676 -800 -205 -6.2%

歳出内訳［カンボジア］
1999年 2000

(十億リエル) (十億リエル) (十億リエル) (百万US$)* 内訳 対GDP比**

歳出 1,834 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　一般サービス 181 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　国防 335 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　公安 132 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　教育 149 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　保健・医療 75 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　社会保障・福祉 18 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　住宅・生活関連施設 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　ﾚｸﾘｭｴーｼｮﾝ・文化 5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
　エネルギー n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　農林水産業 21 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　鉱工業・建設業 4 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　運輸・通信 37 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　その他 877 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

会計年度は１月～１２月 　　　
 *：対ﾄﾞﾙ換算ﾚーﾄ出典はTHE WORLD FACT BOOK 2001 CIA HOMEPAGE
**：GDPの出典はTHE WORLD ECONOMIC OUTLOOK 2001 IMF
出典　IMF STAFF COUNTRY REPORT NO.02/24 FEB.2002
      　カンボジア政府予算書　2001年度英語版

JICAの対カンボジア技術協力

注：年の区切りは日本の会計年度（４月～3月）。また対ﾄﾞﾙ換算ﾚーﾄは国際協力事業団情報管理課による。
出典　国際協力事業団実績表 2001年3月 国際協力事業団

我が国の対カンボジアODA実績 　　　　(単位：百万ドル）

注：年の区切りは１月～12月の歴年。 (   )内はODA 合計に占める各形態の割合(%)。
出典　ODA白書 2000 外務省

DAC諸国・国際機関の対カンボジアODA実績 (支出純額、単位：百万ドル）

注：年の区切りは１月～12月の歴年。 出典　ODA白書 2000 外務省

2001年Budget

2001年Budget 2001年

支出総額

95 134.90 (89) 17.14 (11) 152.04 (100) ― ― (―) 152.04 (100)

96 55.40 (―) 20.12 (―) 75.52 (―) 7.38 -4.18 (―) 71.33 (100)

97 36.11 (59) 25.52 (41) 61.63 (100) ― ― (―) 61.63 (100)

98 58.35 (72) 23.05 (28) 81.40 (100) ― ― (―) 81.40 (100)

99 27.62 (54) 23.25 (46) 50.87 (100) ― ― (―) 50.87 (100)

累計 451.92 (―) 141.51 (―) 593.44 (―) 11.22 -0.34 (―) 593.09 (100)

暦年
贈与 政府貸付

合計
無償資金協力 技術協力 計 支出純額

暦年 うち日本 合計

96 日本 71.3 フランス 52.1 豪州 28.2 米国 28.0 スウェーデン 16.0 71.3 252.5

97 日本 61.6 米国 30.0 フランス 27.1 豪州 24.0 スウェーデン 23.0 61.6 226.0

98 日本 81.4 米国 32.5 豪州 21.9 フランス 21.4 ドイツ 17.9 81.4 230.6

1位 2位 3位 4位 5位

暦年 その他 合計

96 CEC 52.6 IDA 45.6 UNDP 37.5 ADB 32.1 WFP 13.7 18.9 200.3

97 UNDP 37.9 CEC 32.9 IDA 30.4 WFP 14.2 UNICEF 11.5 19.0 145.9

98 CEC 32.9 ADB 29.3 IDA 19.2 UNDP 9.8 UNFPA 6.7 8.5 106.5

1位 2位 3位 4位 5位

通貨単位 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 累計

億円 23.66 27.08 18.50 23.31 30.61 184.74

百万ドル 21.74 22.38 14.13 20.47 28.40
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資料 6 基本設計概要表 

 

1 案件名 

カンボジア王国プノンペン市小学校建設計画 

 

2 要請の背景（協力の必要性･位置付け） 

カンボジア国では、教育セクターの上位計画として「万人のための教育（Education for All: EFA）」

の実現を目標とした「教育戦略計画（Education Strategic Plan: ESP）」及び「教育セクター支援

プログラム（Education Sector Support Program: ESSP）」が策定されている。「教育セクター支

援プログラム」は、①公平なアクセスの拡大、②教育の質及び効率性の向上、③持続的な組織改

革・地方分権化のための能力向上を主要な戦略とした「教育戦略計画」の目標達成のために策定さ

れた 5 年間の戦略的活動計画である。その中には「教育施設開発プログラム 2001-2005」が含まれ

ており、施設建設により①通学距離（3 km 以内）の改善、②過密の解消、③不完全学校の解消を図

り、初等教育へのアクセスを拡大することが計画されている。 

一方、カンボジア国では急激な学齢児童数の増加に教育施設建設が追いつかない状況にあり、教

育施設の不足状況は深刻である。特に、プノンペン市においては、農村部からの大規模な人口流入

等に伴う教育施設不足が深刻な問題となっており、同市の小学校における 1 教室当たりの生徒数平

均は 96.3 人（2000 年）で、95.2％の小学校が 2部制やモバイルクラスの採用、授業時間を短縮し 3

部制で運営している他、老朽教室や仮設教室を用いるなど非常に劣悪な環境での授業を余儀なくさ

れている。 

こうした状況に対し、プノンペン市ではドナー等の支援により、これまで教室整備を進めてきた

が、依然として教室不足の状況は改善されておらず、プノンペン市における教室建設は急務である

といえる。 

 

3 プロジェクト全体計画概要 

（1）プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

 プノンペン市の計画対象校 5校において、学習環境が改善される。 

 （裨益対象の範囲及び規模） 

 プノンペン市の計画対象校 5校の生徒 24,839 人 

 

（2）プロジェクト全体計画の成果 ＊本無償資金協力が直接関与する事項は下線で明示する。 

 ア 計画対象校において学校施設等が整備される。 

 イ 計画対象校において学校施設等の効果的な運用が行われる。 

  

（3）プロジェクト全体計画の主要活動 ＊本無償資金協力が直接関与する事項は下線で明示する。 

ア 計画対象校において教室の建設及び家具・備品の調達を行う。 

 イ 授業実施に必要な教職員の配置及び無償資金協力の対象とならない家具・備品の調達・据付け

を行う。 
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ウ 上記の施設・機材を使用して教育活動を実施する。 

  

（4）投入(インプット)  ＊日本側投入は下線を引く。 

ア 日本側：無償資金協力 4.95 億円 

イ 相手国側 

（ア）教職員の配置 

（イ）教育施設、設備、機材の運営･維持管理に係る経費 

 

（5）実施体制 

実施機関：プノンペン市教育局 

主管官庁：教育青年スポーツ省及びプノンペン市 

4 無償資金協力案件の内容 

（1）サイト 

カンボジア国プノンペン市 

 

（2）概要 

プノンペン市の計画対象小学校 5校における 111 教室及び便所の建設、家具及び備品の調達 

 

（3）相手国側負担事項 

・建替え校舎の解体撤去、樹木伐採等の既存障害物の撤去 

・盛土、切土等の整地工事 

・インフラ整備（下水本管敷設、井戸掘削と井戸設備清掃・調整）、インフラ引込み 

・門扉修理等の外構工事 

 

（4）概算事業費 

4.98 億円（無償資金協力 4.95 億円、カンボジア国側負担 0.03 億円） 

 

（5）工期 

詳細設計･入札期間を含め約 16 ヶ月（予定） 

 

（6）貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

・ 女子生徒の利用に配慮し、男女別の出入口を有する便所の設置 

・ 身体障害者の利用に配慮した身体障害者用便所の設置 

 

5 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

・ 計画対象校における就学生徒数が急激に増減しない。 
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6 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし。 

 

7 プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（1）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

2004年（実施前） 2006年（実施後）

　計画対象校における
　「1教室当たりの生徒数」＊

58.6人／教室 39.2人／教室

注）＊「1教室当たりの生徒数」は2部制で運営した場合の生徒数を示す。  

（2）評価のタイミング 

2006 年以降（施設完工後） 
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資料 7 相手国負担内訳 

 
（単位：米ドル）

外構工事 合計

電力引込み 市水引込み 井戸整備 下水道整備 小計

1 Bak Touk 0 老朽教室9教室 450 165 0 1,185 2,100 3,450 680 4,580

2 San Thor Mok 0 老朽教室12教室 530 165 0 120 115 400 680 1,610

3 Toul Kok 0 残存基礎 50 165 0 120 8,365 8,650 680 9,380

4 Anu Wat Reach Theany 950 0 165 0 1,185 2,600 3,950 680 5,580

5 Boeung Salang 0 老朽教室5教室 350 165 0 120 1,465 1,750 1,150 3,250

6 Phuom Russey 0 食堂棟、便所 150 165 145 1,185 4,985 6,480 410 7,040

950 1,530 24,680 4,280 31,440小計

インフラ整備
No 学校名 整地工事 障害物撤去
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資料 8 参考資料／入手資料リスト 

 
 

No. 名  称 
 

型版

 
頁数

オリジナル

／ 
コピー 

収集先名称又は 
発行機関 

 
発行年

1 National Program to Rehabilitate and Develop Cambodia 
(NPRD) 

A4  Copy カンボジア政府 1993年

2 Socioeconomic Development Plan 2 (SEDP 2) A4  Copy カンボジア政府 2002年

3 National Poverty Reduction Strategy 2003-2005 A4  Copy カンボジア政府、 

世界銀行 

2002年

4 Cambodia Annual Report 2002 A4  Copy UNDP 2003年

5 Cambodia Human Development Report A4  Copy UNDP 1997年

6 National EFA(Education for All) Plan of Action A4  Copy National EFA Committee 2002年

7 Education Strategic Plan (ESP) A4  Copy 国教育青年スポーツ省 2001年

8 Revised Education Sector Support Program (ESSP) 
2002/6 

A4  Copy 国教育青年スポーツ省 2002年

9 National Education Plan for All 2003-2015 A4  Original National EFA Committee 2003年

10 1998 Population Census of Cambodia A4  Copy National Institute of 
Statistics of Cambodia 

1999年

11 Year Book 2003 A4  Copy National Institute of 
Statistics of Cambodia 

 

2003年

12 General Department of Construction A4  Copy Ministry of Land 
Management, Urban 

Planning & Construction 

 

13 プノンペン特別市地図 A3  Copy   

14 カンボジア地形図 A3  Copy   
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